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医療制度改革関連事項（国保関係スケジュール）  

【平成18年公布日施行】  

○ 国保基盤強化策の継続（嵩額医療費共同事業、保険者支援等）  

○ 国民健康保険料の徴収の委託に関する厚生労働大臣指定制度の廃止   

・公布日 6月21日  

【平成18年8月施行】  

0 70歳以上の現役並み所得者の基準の見直し等   

・公布日 平成18年7月14日（予定）   

・内容 現役並み所得者の収入基準の見直し  

公的年金等控除の見直しに伴う経過措置  

老年者に係る住民税非課税措置の廃止に伴う経過措置  

低所得者区分の対象範囲の拡大   

・今後のスケジュール  

公布日に施行通知を発出予定  

【平成18年10月施行】  

○ 保険財政共同安定化事業の創設   

・公布日 平成18年8月中目処   

一内容 保険財政共同安定化事業の拠出金、交付金の算定方法等   

・今後のスケジュール  

公布日に施行通知、条例参考例を発出予定  

○ 患者負担■保険給付の見直し  

・公布日 平成18年8月中目処  

・内容 現役並み所得者の定率負担の引き上げ・（2割→3割：法律事項）  

高額療養費の自己負担限度額の引き上げ  

療養病床に入院する70歳以上の高齢者に係る食費・居住真の負担（入  

院時生活療養費）の創設 等  

【平成19年4月施行】  

0 70歳未満の入院に係る高額療養費の現物給付化  

○ 国保連役員等に対する守秘義務規定  
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・公布日 平成18年10月目処  

・内容 高額療養費現物給付化のための規定の整備  

・今後のスケジュール   

公布前に事務手続きについて通知予定、公布日に施行通知発出予定  

【平成20年4月施行】  

0 65歳以上の年金受給者からの保険料特別徴収   

（年金保険者における対象者の抽出は19年10月から）   

・公布日 平成19年4月目処   

・内容 年金受給者からの保険料特別徴収についての規定の整備  

0 70歳から74歳の患者負担の見直し  

・公布日 平成19年4月目処  

・内容 70歳から74歳の定率負担の引き上げ（1割→2割：法律事項）  

高額療養費の自己負担限度額の引き上げ  

医療と介護を合わせた自己負担限度額の設定（高額介護合算療養費）  

○ 後期高齢者医療制度の創設  

・公布日 平成19年4月目処  

・内容 後期高齢者支援金の創設（国保保険料が、医療■介護・支援金の3区  

分に）  

前期高齢者の調整制度  

退職者医療制度の経過措置  
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高額医療費共同事業の継続・保険財政共同安定化事業の創設について  

1 概要   

○ 現行の高額医療費共同事業について、対象医療費を70万円から80万円に   

引き上げた上で、平成18年度以降も継続する。（平成18年4月より適用）  

○ 都道府県内の市町村国保間の保険料の平準化、財政の安定化を図るため、3   

0万円超の医療費について、都道府県単位で行う市町村が連合会に拠出する保   
険財政共同安定化事業を創設する。（平成18年10月実施）  

2 制度の仕組み（案）   

（1）高額医療費共同事業（変更点）  

○ レセプト1件当たり交付基準額  

（現 行）7岬円を超えるもの  

（改正案）80万円を超えるもの  

○ 高額医療費共同事業交付金の額  

（現 行）交付基準額を超える部分の総額の10分の6  

（改正案）交付基準額を超える部分の総額の100分の59  

0 高額医療費拠出金  

（現 行）標準高額医療費拠出金は、基準拠出対象額（対象医療費のうら  

10分の6に相当する額とし  70万円を超える部分の合算額の   

て算定した額）の総額を塑ノマ年度及びその直前の2箇年度但二  

で按分して算出。  険者の医療   

（改正案）標準高額医療費拠出金は、奉翠医療費基準拠出迎象塵（対象医  

療費のうら80万円を超える部分の合算額の1pO分の5旦に  

直前  びその   相当する額として算定した額）の総額を  

の2箇年度の高額医療費基準拠出対象塵で按分して算出0  

○ 高額医療費拠出金の拠出時期  

（現 行）高額医療費拠出金の納期は、ヱ跡見とす  
る。  
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（改正案）高額医療費拠出金の納期は、彗星とする。（平成18年10月  

より）  

○ 高額医療費共同事業交付金の交付時期  

（現 行）高額医療費共同事業交付金の交付時期は、7月、10月、1月  

及び2月とする。  

（改正案）高額医療費共同事業交付金の交付時期は、垂足とする。（平成  

18年10月より）  

※ 平成18年1月から6月までの支出負担行為分の療養の給付に要する費用等について   

は、関連法令の成立後、平成18年10月に6箇月分を合算の上、速や訓こ各拠出金   

の拠出交付金及び高額医療費共同事業負担金の交付を行うものとする。  

（2）保険財政共同安定化事業（平成18年10月実施）  

① 保険財政共同安定化事業の対象医療費   

○ 一般被保険者の1月～12月支出負担行為分の療養の給付に要する費用  

等   

○ レセプト1件当たり交付基準額（30万円）を超えるもの碓  

② 保険財政共同安定化事業交付金の額   

○ 交付金額は、交付華準額を超えるレセプトの8万円を超える部分（魁   

の総害百の100 ゝの59に相当 る額から恵害医・ 共同 業六付金の   

交付額を減じた額（以下「保険財政共同安定化事業基準拠出対象額」と出   

立 
※ 3月8日主管課（部）長会議では、「実行給付率を乗じた額」とされているが事務の  

簡便化のため、自己負担分として対象額から除く。  

③ 保険財政共同安定化事業拠出金   

○ 保険財政共同安定化事業拠出金の額は、当該市町村の標準保険財政共同   

安定化事業拠出金の額を基準として、連合会が定める。   

○ 標準保険財政共同安定化事業拠出金は、嘩瞑財政共同安定化事業量準拠   

些対象額の半額を前々年度及びその頃前の2箇年度の昼準拠出対象額の合   

算額で埠労し、嘩りの額空前々年度の一般被保険者の数で按分して算出。   

※ 一般被保険者数は、前々年度の各月末の一般被保険者数の合計数。  

○ 保険財政共同安定化事業拠出金の納期は、毎日とする。  
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④ 保険財政共同安定化事業事務費拠出金、高額医療費共同事業事務費拠出金   

○ 両事業の事務費拠出金の額は、両事業の事琴の処理に要する費胆の見込   

捜査前々年度の一般硬保険者の数で按分した額を基準として、連合会が定  

める。   

※ 一般被保険者数は、前々年度の各月未の一般被保険者数の合計数。   

※ 両事業の事務費拠出金は、別個の拠出金であるが、全体的には両事業の事務の処理に  

要した費用の総額をそれぞれの事業規模等に基づいて按分して差し支えない。  

○ 両事業の事務費拠出金の納期等は、連合会が定める。  

⑤ 特別会計   

○ 連合会は、保険財政共同安定化事業の経理を行うため、高額医療費共  

同事業特別会計に勘定を設ける。  

（3）都道府県調整交付金による支援  

○ 高額医療費拠出金（公費負担額を除く。）及び保険財政共同安定化事業  

拠出金の合算額が、高額医療費共同事業交付金及び保険財政共同安定化蔓  

筆李何重の合算額の「定の割合（3％を想定）を超える場合は、当該±宜  

の割合を超える額を都道府県調整交付金により支援することにより、保険  

財政共同安定化事業の円滑な実施めため、「定の割合を超える市町村の負  

担を配慮されたいこと。  

（参考）  

国民健康保険制度の財政基盤の弓封ヒについて（抄）  

平成17年12月18日  

総務・財務・厚生労働3大臣合意  

1．高額医療責共同事業の継続、保険財政共同安定化事業（仮称）の創設  

（2）都道府県内の市町村国保問の保険料の平準化、財政の安定化を図るため、   

一件30万円以上の医療真について、市町村国保の拠出による保険財政共同   

安定化事業（仮称）を平成18年10月から実施する。その際、些埋草の持ち出   

し率が十定以上の保険割こついては、都道帝県調整交付金lこよる支援を都道   

府県に要請する。  
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（4）その他 （検討中）  

○ 連合会から交付される高額医療費共同事業交付金及び保険財政共同  

安定化事業交付金と連合会に支払う診療報酬は相殺できるものとする。  

※ 相殺処理については、各都道府県ごとに連合会と保険者が協議の上、導入するか  

否かについて決定するものとする。  

3 算出式   

（1）交付金   

① 高額医療費共同事業交付金（＝高額医療費共同事業基準拠出対象額）  

交付基準を超える医療費の  

80万円を超える部分の合算額  
× 100，分の59  

② 保険財政共同安定化事業交付金   

（＝保険財政共同安定化事業基準拠出対象額）  

高額医療費共同  

事業交付金額  

交付基準額を超える医療費の  

8万円を超える部分の合算額  
× 100分の59  

（2）拠出金  

① 高額医療費拠出金   

当該都道府県内市町村の高額医療費共同事業基準拠出対象額総額  

当該市町村の高額医療費共同事業基準拠出対象額  

（前々年度及びその直前の2箇年度の合算額）  

当該都道府県内市町村の高額医療費共同事業基準拠出対象額  

（同 上）  

② 保険財政共同安定化事業拠出金  

当該都道府県内市町村の保険財政共同安定化事業基準拠出対象額総額  

当該市町村の保険財政共同安定化事業基準拠出対象額  

（前々年度及びその直前の2箇年度の合算額）  

当該都道府県内市町村の保険財政共同安定化事業基準拠出対象額  

（同 上）  
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＋当該都道府県内市町村の保険財政共同安定化事業基準拠出対象額総額・  

当該市町村の一般被保険者数（前々年度）  

当該都道府県内市町村の一般被保険者数（同上）  

③ 共同事業事務費拠出金   

共同事業事務処理費用の見込額×  
当該市町村の一般被保険者数（前々年度）  

当該都道府県内市町村の一般被保険者数  

（同上）  

（3）実質負担割合等  

① 保険者の実質負担割合（持出し率）  

保険財政共同  高額医療費  

安定化事業 ＋ 共同事業  

交付金額  交付金額  

保険財政共同 高額医療費  

安定事業  ＋共同事業 ×  

拠出金額  拠出金額  

高額医療費共同事業  

交付金額  

保険財政共同安定事業  

交付金額  
＋   

② 保険者の実質負担割合が一定率以上とならないよう措置する場合の交付金   

額の算式  

保険財政共同  高額医療費  

安定化事業 ＋ 共同事業  

交付金額  交付金額  

保険者の  

実質負担 － 一定率  

割合  
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保険財政共同安定化事業  ・高額医療費共同事業の内容  

00   



保険財政共同安定化事業・高額医療費共同事業  

の対象とする医療責  

平成18年10月～  
※高額医療費共同事業  

については4月から適用   

～平成17年度  



（16年度データ）   

S市   

被保険者数：32，000人   
事業対象額：18．6億円  

被保険者数が多く、年度ごとの   
医療費の振れ幅が小さい  

T市  

被保険者数：10，500人  

事業対象額：6．6億円  

⊂⊃  

共同事業の実施により、医療費増の  
発生リスクが都道府県単位で緩和。  

K町  

被保険者数：1，700人  
事業対象額：1．0億円  

披保険者数が少なく、年度ごとの   
医療費の振れ幅が大きい。  

※事業対象額‥・1件当たり30万円以上医療の給付費のつち  

保険料及び国調整交付金で賄われる部分   



保険財政共同安定化事業・高額医療糞共同事業における調整のイメージ  

－
〓
－
 
 

実質負担割合順保険者の分布   




